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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回        次
第41期

第１四半期連結
累計期間

第42期
第１四半期連結
累計期間

第41期

会 計 期 間
自平成25年４月１日
至平成25年６月30日

自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （千円） 3,682,708 3,888,055 16,926,397

経常損失（△） （千円） △104,533 △645,351 △154,055

四半期（当期）純損失（△） （千円） △269,208 △589,629 △754,991

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △18,279 △768,503 381,412

純資産額 （千円） 2,850,761 9,770,654 10,515,158

総資産額 （千円） 31,020,640 35,852,076 39,905,821

１株当たり四半期（当期）純損失

（△）
（円） △7.83 △14.82 △20.11

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 8.7 27.0 26.1

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．第41期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。第41期第１四半期連結累計期間及び第42期第１四半期連結累計期間

の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。

（１）業績の状況

　医薬品業界におきましては、製薬企業が選択と集中をより一層すすめることによるパイプラインの絞込み、また外

部リソースを有効活用する動きが明確になってきております。

　このような中、当社は顧客から選ばれるパートナーとなるべく、顧客ニーズにこたえるサービスの深化と質の継続

的な向上を目指しております。米国前臨床事業は徹底した内部体制の見直しと組織改革を行い、平成25年11月のFDA

（米国食品医薬品局）査察では、GLP基準に従った試験の質向上を認めていただきました。一方、積極的な営業展開

も実施した結果、米国前臨床事業の受注は回復に向かっております。国内前臨床事業は、顧客満足度を高めることに

注力し、果敢なイノベーション戦略を展開した結果、前第１四半期連結累計期間を上回る受注を獲得しております。

国内臨床事業は契約タイミングの遅れがありましたが、米国臨床事業は前年度下半期（６か月間）に続き当第１四半

期連結累計期間につきましても営業黒字となりました。

　こうした中、第三者割当による行使価額修正条項付新株予約権の発行及び行使指定を行い、昨年７月及び10月に総

額7,340百万円の増資を実施し、財務基盤の強化を図りました。また、本年６月に第２回目の第三者割当による行使

価額修正条項付新株予約権の発行を行いました。本調達により、顧客とのパートナーシップを築くために必要となる

投資に充当していく予定です。

　こうした状況の中、当第１四半期連結累計期間における売上高は3,888百万円と前第１四半期連結累計期間に比べ

て205百万円（5.6％）の増加となりました。営業損失は505百万円（前第１四半期連結累計期間：営業損失514百万

円）、経常損失は645百万円（前第１四半期連結累計期間：経常損失104百万円）、四半期純損失は589百万円（前第

１四半期連結累計期間：四半期純損失269百万円）となりました。

 

　当社グループのセグメント別業績は次のとおりであります。

　①前臨床事業

　国内では、複数の顧客から新たなプロジェクト開始の情報を受けており、大型試験の受注も順調に増加してきて

おります。このような中、利益および利益率も前期に比べて改善されております。米国前臨床事業のSNBL USAは、

再成長へ向けての助走と基礎固めの時期となるため、顧客からの信頼回復に努めて業績回復に注力しております。

国内外の施設とも、受注の増加に伴い稼働率は前期に比べて高まってきております。

　当社グループは、霊長類を用いた研究受託に関しては、その技術力の高さと背景データの豊富さに定評があるこ

と、加えて、受託試験業界では唯一、自家繁殖場（カンボジア、中国）を有することにより高品質動物を安定的に

供給できる体制を確立していること、また、動物愛護の視点からAAALACインターナショナル（国際実験動物管理公

認協会）による認証を獲得していることなど、明確な差別化戦略が効を奏して主要クライアントから高い評価が定

着しており、継続した受注獲得に寄与しています。こうした中で、当第１四半期連結累計期間における受注高は、

国内では底堅い更なる成長を継続し、米国のSNBL USAも着実に回復してきております。

　そうした中で、売上高は2,535百万円と前第１四半期連結累計期間に比べて308百万円（13.8％）の増加となりま

した。営業損失は333百万円（前第１四半期連結累計期間：営業損失313百万円）となりました。

 

②臨床事業

国内においては、受注体制の強化のためモニターの増員や教育研修の強化を通じた事業基盤の更なる強化に努めて

おります。当第１四半期連結累計期間は契約タイミングの遅れの影響で営業損失となりましたが、米国において臨

床（PhaseⅠ）事業を行っているSNBL Clinical Pharmacology Center, Inc.（SNBL CPC）は、前下半期（６か月

間）に続いて当第１四半期連結累計期間は営業黒字化しております。

　そうした中で、売上高は1,251百万円と前第１四半期連結累計期間に比べて78百万円(5.9％)の減少となりまし

た。営業損失は57百万円（前第１四半期連結累計期間：営業損失45百万円)となりました。
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③トランスレーショナル リサーチ事業（ＴＲ事業）

　経鼻投与技術

　当社が独自に開発した経鼻投与基盤技術（Nasal Delivery System: NDS）について、米国でPhaseⅡ臨床試験

を完了したグラニセトロン経鼻剤（開発コード：TRG，制吐薬）、米国でPhaseⅠ臨床試験を完了したゾルミトリ

プタン経鼻剤（開発コード：TRZ，偏頭痛薬）における臨床実績が高く評価され、国内外の複数の製薬企業が保

有する化合物に応用するための技術評価試験（フィジビリティ試験）の実施が増えております。

　併せて、インフルエンザワクチンの注射液剤を固化して粉体で安定的に鼻腔に投与する新技術の研究開発に成

功しています。インフルエンザ経鼻ワクチン（開発コード：TR-Flu）は、注射器や針が不要であるだけでなく、

室温保管が可能です。さらに、経鼻ワクチンは、重症化を阻止する血中特異的IgG抗体を誘導するだけでなく、

分泌型IgA産生を高め、感染予防に重要である粘膜免疫を強化することから、注射ワクチンよりも高い感染予防

効果が期待され、ウィルスがある程度変異しても有効性が維持できると推測されています。インフルエンザウイ

ルス各種に対する幅広い交叉性が示され、より強力な免疫が誘導される効果が期待できます。

　これまでの研究開発実績から当社の経鼻投与基盤技術が種々の薬剤に対して幅広く応用できることが実証され

たことにより、大手を含む国内外の複数の製薬企業が保有する化合物に当社の技術を応用するフィジビリティ試

験の実施が活発化しております。フィジビリティ試験における良好な成績をもとに、現在、技術供与のライセン

ス契約や共同研究の契約締結に向けた交渉を積極的に進めております。

　当社は、すでに平成23年２月にPastorus Pharma, LLC.(本社：米国ワイオミング州)にオキシトシン（注

１）、平成25年４月にBesins Healthcareグループ（本社：ベルギー）にプロゲステロン（注２）、平成25年９

月にはTranscept Pharmaceuticals, Inc.(本社：米国カルフォルニア州)にジヒドロエルゴタミン（注３）を対

象とする粉末経鼻製剤の全世界における独占的開発権及び販売権の導出契約をそれぞれ締結しております。これ

らの契約では、当社は契約時締結一時金の他、開発段階等に応じたマイルストーンを収受することと、当該経鼻

製剤の販売後のロイヤリティ支払いを受けることになります。

（注１）オキシトシン； 下垂体から分泌されるホルモンであり、産婦人科領域の医薬品として長年にわたり使

用されてきましたが、近年の研究により、自閉症スペクトラム患者の社会的認知の能力を高めることが

報告されております。

（注２）プロゲステロン; 内分泌ホルモンの一つであり、古くから婦人科領域において医薬品として使用されて

きましたが、近年の研究により、プロゲステロンの外傷性脳損傷に対する脳保護作用が報告されており

ます。

（注３）ジヒドロエルゴタミン; 既に偏頭痛薬として、注射剤のほか点鼻液が承認・販売されていますが、従来

の点鼻液は薬剤の吸収が遅く、症状を速やかに軽減すべき製剤としては満足いくものではないのが現状

です。

 

　核酸医薬開発

　当社は、関連会社のWAVE LIFE SCIENCES PTE. LTD.と共同で、核酸医薬の立体制御技術（キラル核酸合成技

術）を用いて創製した新規のキラル核酸アジュバントの研究開発にも取り組んでおります。対象となる疾患領域

としては、がん、感染症、アレルギーなどが視野にあり、現在、候補化合物の安全性と有効性を調べる試験を実

施しております。

 

　そうした中で、売上高は16百万円と前第１四半期連結累計期間に比べて32百万円（67.3％）の減少となりまし

た。営業損失は80百万円（前第１四半期連結累計期間：営業損失128百万円）となりました。

 

④ メディポリス事業

　当社は、鹿児島県指宿市において、環境やヘルスケアに配慮する社会的事業である、メディポリス事業を行っ

ております。再生可能エネルギーの固定価格買取制度の施行等地球温暖化防止、純国産エネルギーの創出推進と

いう国のエネルギー政策をうけて、保有するメディポリス指宿の敷地内において1,500kw級のバイナリー型地熱

発電所の建設を進めており、当連結会計年度中に売電事業を開始いたします。また、メディポリス指宿において

自然と健康をテーマにした指宿ベイテラス HOTEL＆SPAを運営しております。

　そうした中で、売上高94百万円と前第１四半期連結累計期間に比べて３百万円（3.3％）の増加となりまし

た。営業損失は37百万円（前第１四半期連結累計期間：営業損失45百万円）となりました。
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（２）資産、負債、純資産の状況

　　当第１四半期連結累計期間における前連結会計年度末からの財政状態の変動は、以下のとおりとなりました。

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ4,053百万円（10.2％）減少し、35,852百万

円となりました。流動資産につきましては、現金及び預金並びに受取手形及び売掛金が減少したことなどにより、

前連結会計年度末に比べ3,913百万円（20.9％）減少して14,836百万円となりました。固定資産につきましては、

有形固定資産が減少したことなどにより前連結会計年度末に比べ140百万円（0.7％）減少して21,015百万円となり

ました。

　負債は、前連結会計年度末に比べ3,309百万円（11.3％）減少し、26,081百万円となりました。流動負債につき

ましては、短期借入金、未払法人税等並びにその他流動負債が減少したことなどにより前連結会計年度末に比べ

1,902百万円（11.9％）減少して14,028百万円となりました。固定負債につきましては、長期借入金が減少したこ

となどにより前連結会計年度末に比べ1,406百万円（10.4％）減少して12,053百万円となりました。

　純資産は、四半期純損失を計上し、為替換算調整勘定の減少により、前連結会計年度末に比べ744百万円

（7.1％）減少し、9,770百万円となりました。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第１四半期連結累計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

（４）研究開発活動

　　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、258,327千円であります。

　　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

EDINET提出書類

株式会社新日本科学(E05385)

四半期報告書

 5/22



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

                普通株式 137,376,000

計 137,376,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年6月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年8月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 39,776,000 39,776,000
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数100株

計 39,776,000 39,776,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

株式会社新日本科学第２回新株予約権（行使価額修正条項付新株予約権）

決議年月日 平成26年６月９日

新株予約権の数（個） 60,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 6,000,000 (注)２

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり 941 (注)３、４

新株予約権の行使期間
自　平成26年６月27日

至　平成29年６月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）
(注)５

新株予約権の行使の条件 本新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の決議

による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)６

（注）１．　本新株予約権は、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。当該行使価額修正条項付新株予

約権付社債券等の特質等は以下のとおりであります。

(１) 本新株予約権の目的となる株式の総数は6,000,000株、交付株式数((注)２(１)に定義する。)は、100

株で確定しており、株価の上昇又は下落により行使価額(行使に際して出資される当社普通株式１株

当たりの金銭の額)が修正されても変化しない(ただし、(注)２に記載のとおり、調整されることがあ

る。)。なお、株価の上昇又は下落により行使価額が修正された場合、本新株予約権による資金調達

の額は増加又は減少する。

(２) 本新株予約権の行使価額の修正基準

本新株予約権の行使価額は、平成26年６月27日以降、本新株予約権の各行使請求が行われた日の直前

取引日の株式会社東京証券取引所(以下「東証」という。)における当社普通株式の普通取引の終値

(同日に終値がない場合には、その直前の終値)の90％に相当する金額の0.1円未満の端数を切り上げ

た金額が、当該行使請求が行われた日の直前に有効な行使価額を0.1円以上上回る場合又は下回る場

合には、当該行使請求が行われた日以降、当該金額に修正される。

(３) 行使価額の修正頻度

行使の際に上記(２)に記載の条件に該当する都度、修正される。
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(４) 行使価額の下限

本新株予約権の下限行使価額は、発行決議日の東証終値の70％に相当する658円である((注)３(１)を

参照)。

(５) 交付株式数の上限

本新株予約権の目的となる株式の総数は6,000,000株(発行済株式総数に対する割合は15.08％)、交付

株式数は100株で確定している。

(６) 本新株予約権が全て行使された場合の資金調達額の下限(本項(４)に記載の行使価額の下限にて本新

株予約権が全て行使された場合の資金調達額)

3,972,000,000円(ただし、本新株予約権は行使されない可能性がある。)

(７) 本新株予約権には、当社の決定により本新株予約権の全部の取得を可能とする条項が設けられている

(詳細は、(注)６を参照)。

 

　　　２．　新株予約権の目的となる株式の数

(１) 本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は当社普通株式6,000,000株とする（本新株予約権１

個当たりの目的である株式の数（以下「交付株式数」という。）は、100株とする。）。ただし、本

項(２)乃至(５)により交付株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調

整後交付株式数に応じて調整されるものとする。

(２) 当社が(注)４の規定に従って行使価額の調整を行う場合には、交付株式数は次の算式により調整され

るものとする。

 

調整後交付株式数＝
調整前交付株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

 

(３) 前号の調整は当該時点において未行使の本新株予約権にかかる交付株式数についてのみ行われ、調整

の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。

(４) 調整後交付株式数の適用日は、当該調整事由にかかる(注)４(２)、(４)及び(５)による行使価額の調

整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。

(５) 交付株式数の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整前交付

株式数、調整後交付株式数及びその適用の日その他必要な事項を本新株予約権に係る新株予約権者

（以下「本新株予約権者」という。）に通知する。ただし、(注)４(２)⑥の場合その他適用の日の前

日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかにこれを行う。

 

　　　３．　行使価額の修正

(１) 平成26年６月27日（以下「行使価額修正開始日」という。）以降、本新株予約権の各行使請求の通知

が行われた日（以下「修正日」という。）の直前取引日の東証における当社普通株式の普通取引の終

値（同日に終値がない場合には、その直前の終値）の90％に相当する金額の0.1円未満の端数を切り

上げた金額（以下「修正日価額」という。）が、当該修正日の直前に有効な行使価額を0.1円以上上

回る場合又は下回る場合には、行使価額は、当該修正日以降、当該修正日価額に修正される（修正後

の行使価額を以下「修正後行使価額」という。）。

ただし、かかる算出の結果、修正後行使価額が658円（ただし、(注)４(１)乃至(５)による調整を受

ける。以下「下限行使価額」という。）を下回る場合には、修正後行使価額は下限行使価額とする。

(２) 前号により行使価額が修正される場合には、当社は、かかる払い込みの際に、当該本新株予約権者に

対し、修正後行使価額を通知する。

 

　　　４．　行使価額の調整

(１) 当社は、本新株予約権の発行後、本項(２)に掲げる各事由により、当社普通株式数に変更を生じる場

合又は変更を生ずる可能性がある場合には、次に定める算式(以下「行使価額調整式」という。)を

もって行使価額を調整する。

 

調整後行使価額＝調整前行使価額×
既発行普通株式数＋

交付普通株式数×１株当たりの払込金額

時価

既発行普通株式数＋交付普通株式数
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(２) 行使価額調整式により本新株予約権の行使価額の調整を行う場合及びその調整後の行使価額の適用時

期については、次に定めるところによる。

① 時価（本項(３)に定義する。以下同じ。）を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する場合

（ただし、当社の発行した取得条項付株式、取得請求権付株式もしくは取得条項付新株予約権（新

株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得と引換えに交付する場合又は当社普通株式の交付

を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）その他の証券もしくは権利

の転換、交換又は行使による場合を除く。）

調整後の行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられたときは当該払込期間の最終日

とする。以下同じ。）の翌日以降、当社普通株式の株主（以下「当社普通株主」という。）に割当

てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以降、これを適用する。

② 当社普通株式の株式分割又は当社普通株式の無償割当てをする場合

調整後の行使価額は、当社普通株式の株式分割のための基準日の翌日以降、又は当社普通株式の無

償割当ての効力発生日の翌日以降、これを適用する。ただし、当社普通株式の無償割当てについ

て、当社普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以降こ

れを適用する。

③ 取得請求権付株式であって、その取得と引換えに時価を下回る対価（本項(３)⑤に定義する。以下

同じ。）をもって当社普通株式を交付する定めがあるものを発行する場合（無償割当ての場合を含

む。）、又は時価を下回る対価をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権

付社債に付されたものを含む。）その他の証券もしくは権利を発行する場合（無償割当ての場合を

含む。）

調整後の行使価額は、発行される取得請求権付株式、新株予約権（新株予約権付社債に付されたも

のを含む。）その他の証券又は権利（以下「取得請求権付株式等」という。）の全てが当初の条件

で転換、交換又は行使された場合に交付されることとなる当社普通株式の株式数を行使価額調整式

の「交付普通株式数」とみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、払込期日（新株予

約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の場合は割当日）又は無償割当ての効力発生日

の翌日以降、これを適用する。ただし、当社普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日

がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。

上記にかかわらず、転換、交換又は行使に際して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株

式等が発行された時点で確定していない場合は、調整後の行使価額は、当該対価の確定時点で発行

されている取得請求権付株式等の全てが当該対価の確定時点の条件で転換、交換又は行使された場

合に交付されることとなる当社普通株式の株式数を行使価額調整式の「交付普通株式数」とみなし

て行使価額調整式を準用して算出するものとし、当該対価が確定した日の翌日以降これを適用す

る。

④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の取得と引換えに時価を下回る対価をもって当社普通株式を交付する場合、調整後の行使価

額は、取得日の翌日以降これを適用する。

上記にかかわらず、上記取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付された

ものを含む。）（以下「取得条項付株式等」という。）に関して当該調整前に本項(２)③又は⑤に

よる行使価額の調整が行われている場合には、上記交付が行われた後の完全希薄化後普通株式数

(本項(３)⑥に定義する。以下同じ。）が、(ⅰ)上記交付の直前の既発行普通株式数（本項(３)③

に定義する。以下同じ。）を超えるときに限り、調整後の行使価額は、当該超過する株式数を行使

価額調整式の「交付普通株式数」とみなして、行使価額調整式を準用して算出するものとし、(ⅱ)

上記交付の直前の既発行普通株式数を超えない場合は、本④の調整は行わないものとする。

⑤ 取得請求権付株式等の発行条件に従い、当社普通株式１株当たりの対価（本⑤において「取得価額

等」という。）の下方修正等が行われ（本項(２)又は(４)と類似の希薄化防止条項に基づく調整の

場合を除く。）、当該下方修正等が行われた後の当該取得価額等が当該修正が行われる日（以下

「取得価額等修正日」という。）における時価を下回る価額になる場合

(ⅰ)当該取得請求権付株式等に関し、本項(２)③による行使価額の調整が取得価額等修正日前に行

われていない場合、調整後の行使価額は、取得価額等修正日に残存する取得請求権付株式等の

全てが取得価額等修正日時点の条件で転換、交換又は行使された場合に交付されることとなる

当社普通株式の株式数を行使価額調整式の「交付普通株式数」とみなして本項(２)③の規定を

準用して算出するものとし、取得価額等修正日の翌日以降これを適用する。

(ⅱ)当該取得請求権付株式等に関し、本項(２)③又は上記(ⅰ)による行使価額の調整が取得価額等

修正日前に行われている場合で、取得価額等修正日に残存する取得請求権付株式等の全てが取

得価額等修正日時点の条件で転換、交換又は行使され当社普通株式が交付されたものとみなし

たときの完全希薄化後普通株式数が、当該修正が行われなかった場合の既発行普通株式数を超

えるときには、調整後の行使価額は、当該超過する株式数を行使価額調整式の「交付普通株式

数」とみなして、行使価額調整式を準用して算出するものとし、取得価額等修正日の翌日以降

これを適用する。なお、１か月間に複数回の取得価額等の修正が行われる場合には、調整後の

行使価額は、当該修正された取得価額等のうちの最も低いものについて、行使価額調整式を準

用して算出するものとし、当該月の末日の翌日以降これを適用する。
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⑥ 本項(２)①乃至③の各取引において、当社普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日が

設定され、かつ、各取引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その他当社の機関

の承認を条件としているときには、本項(２)①乃至③にかかわらず、調整後の行使価額は、当該承

認があった日の翌日以降これを適用するものとする。

この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに、本新株予約権を行使

した新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付するものとする。

 

株式数＝
(調整前行使価額－調整後行使価額)×調整前行使価額により当該期間内に公布された株式数

調整後行使価額

 

⑦ 本項(２)①乃至⑤に定める証券又は権利に類似した証券又は権利が交付された場合における調整後

の行使価額は、本項(２)①乃至⑥の規定のうち、当該証券又は権利に類似する証券又は権利につい

ての規定を準用して算出するものとする。

(３)① 行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨て

る。

② 行使価額調整式及び本項(２)において「時価」とは、調整後の行使価額を適用する日（ただし、本

項(２)⑥の場合は基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東証における当社普通株式の普

通取引の毎日の終値の平均値（終値のない日数を除く。）とする。この場合、平均値の計算は、円

位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。

③ 行使価額調整式及び本項(２)において「既発行普通株式数」とは、当社普通株主に割当てを受ける

権利を与えるための基準日が定められている場合はその日、また当該基準日が定められていない場

合は、調整後の行使価額を適用する日の１か月前の日における、当社の発行済普通株式数から当該

日における当社の有する当社普通株式数を控除し、当該行使価額の調整前に、本項(２)又は(４)に

基づき「交付普通株式数」とみなされた当社普通株式のうち未だ交付されていない当社普通株式の

株式数を加えるものとする。

④ 当社普通株式の株式分割が行われる場合には、行使価額調整式で使用する「交付普通株式数」は、

基準日における当社の有する当社普通株式に関して増加した当社普通株式の数を含まないものとす

る。

⑤ 本項(２)において「対価」とは、当該株式又は新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の発行に際して払込みがなされた額（本項(２)③における新株予約権（新株予約権付社債に

付されたものを含む。）の場合には、その行使に際して出資される財産の価額を加えた額とす

る。）から、その取得又は行使に際して当該株式又は新株予約権の所持人に交付される金銭その他

の財産（当社普通株式を除く。）の価額を控除した金額を、その取得又は行使に際して交付される

当社普通株式の数で除した金額をいい、当該行使価額の調整においては、当該対価を行使価額調整

式における１株当たりの払込金額とする。

⑥ 本項(２)において「完全希薄化後普通株式数」とは、調整後の行使価額を適用する日の１か月前の

日における、当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式数を控除

し、(ⅰ)(本項(２)④においては)当該行使価額の調整前に、本項(２)又は(４)に基づき「交付普通

株式数」とみなされた当社普通株式のうち未だ交付されていない当社普通株式の株式数（ただし、

当該行使価額の調整前に、当該取得条項付株式等に関して「交付普通株式数」とみなされた当社普

通株式のうち未だ交付されていない当社普通株式の株式数を除く。）及び当該取得条項付株式等の

取得と引換えに交付されることとなる当社普通株式の株式数を加え、また(ⅱ)(本項(２)⑤におい

ては)当該行使価額の調整前に、本項(２)又は(４)に基づき「交付普通株式数」とみなされた当社

普通株式のうち未だ交付されていない当社普通株式の株式数（ただし、当該行使価額の調整前に、

当該取得請求権付株式等に関して「交付普通株式数」とみなされた当社普通株式のうち未だ交付さ

れていない当社普通株式の株式数を除く。）及び取得価額等修正日に残存する当該取得請求権付株

式等の全てが取得価額等修正日時点の条件で転換、交換又は行使された場合に交付されることとな

る当社普通株式の株式数を加えるものとする。

(４) 本項(２)で定める行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な

行使価額の調整を行う。

① 株式の併合、資本金の減少、当社を存続会社とする合併、他の会社が行う吸収分割による当該会社

の権利義務の全部又は一部の承継、又は他の株式会社が行う株式交換による当該株式会社の発行済

株式の全部の取得のために行使価額の調整を必要とするとき。

② 当社普通株主に対する他の種類株式の無償割当てのために行使価額の調整を必要とするとき。

③ その他当社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要と

するとき。

④ 行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算

出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。
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(５) 本項の他の規定にかかわらず、本項に基づく調整後の行使価額を初めて適用する日が(注)３に基づく

行使価額の修正日と一致する場合には、当社は、必要な行使価額の調整を行う。ただし、この場合

も、下限行使価額については、かかる調整を行うものとする。

(６) 本項(１)乃至(５)により行使価額の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びに

その事由、調整前の行使価額、調整後の行使価額及びその適用の日その他必要な事項を本新株予約権

者に通知する。ただし、本項(２)⑥の場合その他適用の日の前日までに前記の通知を行うことができ

ないときは、適用の日以降すみやかにこれを行う。

 

　　　５．　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

(１) 本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求に係る本新株予約権の

行使に際して払い込むべき金額の総額に、行使請求に係る本新株予約権の発行価額の総額を加えた額

を、新株予約権の目的である株式の総数で除した額とする。

(２) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定め

るところに従って算出された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端

数を生ずる場合は、その端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限

度額より増加する資本金の額を減じた額とする。

 

　　　６．　新株予約権の取得条項に関する事項

(１) 当社は、当社取締役会が本新株予約権を取得する日（当該取締役会後15取引日を超えない日に定めら

れるものとする。）を別に定めた場合には、当該取得日において、残存する本新株予約権の全部を取

得する。当社は、本新株予約権を取得するのと引換えに、当該本新株予約権の新株予約権者に対し

て、本新株予約権１個当たり払込金額と同額を交付する。当社は、取得した本新株予約権を消却する

ものとする。

(２) 当社は、当社が消滅会社となる合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以下「組織再編

行為」という。）につき当社株主総会（株主総会の決議を要しない場合は、取締役会）で承認決議し

た場合、当該組織再編行為の効力発生日以前に、当社が本新株予約権を取得するのと引換えに当該本

新株予約権の新株予約権者に対して本新株予約権１個当たり払込金額と同額を交付して、残存する本

新株予約権の全部を取得する。当社は、取得した本新株予約権を消却するものとする。

(３) 当社は、当社が発行する株式が東証により監理銘柄、特設注意市場銘柄もしくは整理銘柄に指定され

た場合又は上場廃止となった場合には、当該銘柄に指定された日又は上場廃止が決定した日の翌銀行

営業日に、本新株予約権を取得するのと引換えに当該本新株予約権の新株予約権者に対して本新株予

約権１個当たり払込金額と同額を交付して、残存する本新株予約権の全部を取得する。当社は、取得

した本新株予約権を消却するものとする。

 

　　　７．　権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

当社は、所有者との間で、以下の内容を含む本買取契約を締結いたしました。

(１) 当社は、平成26年６月27日以降、平成29年５月30日までの間において、資金調達のために必要な場合

には、所有者が本新株予約権を行使すべき旨及び行使すべき本新株予約権の数を指定(以下「行使指

定」という。)することができ、この指定を行った場合には、当社は、行使指定を決定した日(以下

「行使指定日」という。)に、行使指定を行う旨、所有者が行使すべき本新株予約権の数及び行使指

定を行う時点において当社が金融商品取引法第166条第２項に定める重要事実又は金融商品取引法第

167条第２項に定める公開買付け等の実施もしくは公開買付け等の中止に関する事実のうち未公表の

もの(以下「未公表の重要事実」という。)を保有していないことを所有者に通知するとともに、行使

指定を行った旨をTDnet(又はその承継システム。以下同様とする。)により開示するものとする。た

だし、当社は、本新株予約権の行使により交付されることとなる当社普通株式の数が、行使指定の前

取引日までの20取引日又は60取引日の東証における当社普通株式の普通取引の１日当たり平均売買高

の最も少ないものに２を乗じて得られる数と3,977,600株(ただし、当社が発行会社の議決権付株式の

併合、分割もしくは当社の株主に対し発行会社の議決権付株式の無償割当てをする場合は、当該株式

併合、株式分割もしくは無償割当ての割合に応じて減少又は増加するものとする。)のいずれか小さ

い方を超えないように、行使すべき本新株予約権の数を指定するものとする。
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(２) 本項(１)にかかわらず、当社は、以下に定める場合又は以下に定める日においては、同項に基づく本

新株予約権の行使指定の決定を行わないものとする。

① 当社が、当社又はその子会社に関する未公表の重要事実を認識している場合（ただし、発行会社又

はその子会社の決定に係る事実については、第166条第２項第１号柱書に規定される行為に相当す

る行為が行われている場合に限る。）

② 当該行使指定日が、前回の行使指定日から20取引日以上経過していない場合

③ 行使指定日における当社普通株式の普通取引の終値が本新株予約権の下限行使価額（注)３(１)に

定義する。）の115％に相当する金額を下回る場合

④ 当社普通株式の株価に重大な影響を及ぼす事実の開示を行った日及びその翌取引日

⑤ 停止指定(本項(３)に定義する。)が行われていないこと

⑥ 当社普通株式の普通取引が東証の定める株券の呼値の制限値幅の上限に達し（ストップ高）又は下

限に達した（ストップ安）まま終了した日

(３) 当社は、本新株予約権の割当日の翌取引日以降、平成29年６月23日までの間において、所有者が本新

株予約権の全部又は一部につき、行使することができない期間を指定（以下「停止指定」という。）

することができる（ただし、本項(１)の行使指定を受けて所有者が行使義務を負っている本新株予約

権の行使を妨げるような停止指定を行うことはできない。）なお、当社は、一旦行った停止指定をい

つでも取消すことができ、停止指定を行う際、又は一旦行った停止指定を取消す際には、それぞれの

旨をTDnetにて開示するものとする。

 

　　　８．　当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

所有者は、本新株予約権の権利行使により取得することとなる当社普通株式の数量の範囲内で行う売付け

等以外の本件に関わる空売りを目的として、当社普通株式の借株は行わないものとする。

 

     ９．　当社の株券の貸借に関する事項についての所有者と会社の特別利害関係者等との間の取決めの内容

　　　　　本新株予約権の発行に伴い、株式会社永田コーポレーションは、その保有する当社普通株式について所有者

への貸株を行う予定です。

 

　　１０．　その他投資者の保護を図るため必要な事項

所有者には、本新株予約権を第三者に譲渡する場合には、当社取締役会の承認を要するものとします。た

だし、所有者が、本新株予約権の行使により交付された株式を第三者に譲渡することを妨げない。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成26年４月１日～

平成26年６月30日
- 39,776,000 - 9,061,452 - 9,743,852

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　－

議決権制限株式（その他） － － 　－

完全議決権株式（自己株式等）
　普通株式

200
－ 　－

完全議決権株式（その他）
　普通株式

39,772,500
397,725 　－

単元未満株式
　普通株式

3,300
－ 　－

発行済株式総数 39,776,000 － －

総株主の議決権 － 397,725 －

　（注）　　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をして

おります。

 

②【自己株式等】

平成26年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　株式会社新日本科学
鹿児島県鹿児島市
宮之浦町2438番地

200 - 200 0.00

計 － 200 - 200 0.00

　（注）当第１四半期会計期間末日現在の保有自己株式数は266株であります。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,724,101 5,962,324

受取手形及び売掛金 2,756,087 1,979,374

有価証券 27,680 143,368

たな卸資産 5,365,503 5,793,577

その他 893,332 968,905

貸倒引当金 △17,008 △11,257

流動資産合計 18,749,695 14,836,292

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 13,063,490 12,763,497

土地 3,410,931 3,396,475

その他（純額） 2,730,633 2,843,508

有形固定資産合計 19,205,054 19,003,481

無形固定資産 206,175 198,533

投資その他の資産   

投資その他の資産 1,870,760 1,939,633

貸倒引当金 △125,865 △125,865

投資その他の資産合計 1,744,895 1,813,768

固定資産合計 21,156,125 21,015,783

資産合計 39,905,821 35,852,076
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 57,093 143,531

短期借入金 ※ 8,307,694 ※ 7,788,957

未払法人税等 789,273 29,799

前受金 4,614,939 4,339,924

事業整理損失引当金 19,500 18,697

その他 2,142,564 1,707,346

流動負債合計 15,931,066 14,028,256

固定負債   

長期借入金 ※ 12,945,686 ※ 11,496,895

リース債務 448,328 493,113

その他 65,581 63,155

固定負債合計 13,459,596 12,053,164

負債合計 29,390,662 26,081,421

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,061,452 9,061,452

資本剰余金 9,743,852 9,743,852

利益剰余金 △6,201,629 △6,791,258

自己株式 △136 △136

株主資本合計 12,603,538 12,013,909

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 101,698 110,367

為替換算調整勘定 △2,272,266 △2,453,088

その他の包括利益累計額合計 △2,170,568 △2,342,720

新株予約権 - 24,000

少数株主持分 82,188 75,466

純資産合計 10,515,158 9,770,654

負債純資産合計 39,905,821 35,852,076
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

売上高 3,682,708 3,888,055

売上原価 2,641,158 2,645,940

売上総利益 1,041,549 1,242,115

販売費及び一般管理費 1,555,730 1,747,782

営業損失（△） △514,180 △505,666

営業外収益   

受取利息 195 368

受取配当金 5,712 3,511

為替差益 442,751 －

持分法による投資利益 － 27,375

その他 52,732 34,911

営業外収益合計 501,391 66,166

営業外費用   

支払利息 76,841 72,889

為替差損 － 127,157

その他 14,903 5,804

営業外費用合計 91,744 205,851

経常損失（△） △104,533 △645,351

特別利益   

固定資産売却益 1,446 2,989

特別利益合計 1,446 2,989

特別損失   

固定資産除却損 530 916

投資有価証券評価損 1,039 923

特別損失合計 1,569 1,839

税金等調整前四半期純損失（△） △104,657 △644,201

法人税、住民税及び事業税 10,608 11,640

法人税等調整額 157,539 △61,083

法人税等合計 168,147 △49,442

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △272,804 △594,758

少数株主損失（△） △3,596 △5,129

四半期純損失（△） △269,208 △589,629
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △272,804 △594,758

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △18,989 8,668

為替換算調整勘定 273,523 △166,588

持分法適用会社に対する持分相当額 △7 △15,825

その他の包括利益合計 254,525 △173,744

四半期包括利益 △18,279 △768,503

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △19,436 △761,781

少数株主に係る四半期包括利益 1,157 △6,721
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※　当社が、金融機関数社と締結しているシンジケートローン契約の財務制限条項は次のとおりです。

１．平成24年９月３日契約（前連結会計年度末残高3,500,000千円、当第１四半期連結会計期間末残高

3,250,000千円）

①　借入人の各年度の事業年度の末日における報告書等に記載される単体及び連結の貸借対照表における

純資産の部の金額を、平成27年３月期決算以降、直前の事業年度の末日の貸借対照表における純資産

の金額の75％以上に維持すること。

②　借入人の各年度の事業年度の末日における報告書等に記載される単体及び連結の損益計算書における

経常損益を、平成27年３月期決算以降、２期連続して損失としないこと。

 

２．平成25年９月26日契約（前連結会計年度末残高3,447,000千円、当第１四半期連結会計期間末残高

3,255,000千円）

①　借入人の各年度の事業年度の末日（中間及び決算）における報告書等に記載される連結の貸借対照表

における純資産の部の金額を、平成26年３月期決算以降、直前の事業年度の末日（中間及び決算）の

貸借対照表における純資産の部の金額の75％以上に維持すること。ただし、発生した為替評価損は、

純資産の部の金額から控除する。

②　借入人の各年度の事業年度の末日における報告書等に記載される連結の損益計算書における経常損益

を、平成26年３月期決算以降、２期連続して損失としないこと。ただし発生した為替評価損は経常損

益から控除する。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

減価償却費 316,790千円 326,987千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
        （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結損
益計算書計上

額
（注）３ 

前臨床
事業

臨床
事業

トランス
レーショナル
リサーチ事業

メディ
ポリス事業

計

売上高          

外部顧客への売
上高 2,219,664 1,330,127 48,935 80,027 3,678,754 3,954 3,682,708 － 3,682,708

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

8,130 － － 11,363 19,493 16,665 36,158 △36,158 －

計 2,227,794 1,330,127 48,935 91,390 3,698,247 20,619 3,718,866 △36,158 3,682,708

セグメント利益又
は損失（△）

△313,137 △45,528 △128,830 △45,464 △532,961 △5,628 △538,589 24,408 △514,180

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、欧州における情報収

集、環境装置事業及び不動産事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額24,408千円は、セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整をおこなっておりま

す。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
        （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結損
益計算書計上

額
（注）３ 

前臨床
事業

臨床
事業

トランス
レーショナル
リサーチ事業

メディ
ポリス事業

計

売上高          

外部顧客への売
上高 2,530,483 1,251,445 16,006 80,708 3,878,644 9,411 3,888,055 － 3,888,055

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

5,335 － － 13,726 19,061 14,580 33,641 △33,641 －

計 2,535,818 1,251,445 16,006 94,434 3,897,705 23,991 3,921,696 △33,641 3,888,055

セグメント利益又
は損失（△）

△333,736 △57,385 △80,799 △37,683 △509,603 △8,189 △517,793 12,127 △505,666

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、欧州における情報収

集、環境装置事業及び不動産事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額12,127千円は、セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整をおこなっておりま

す。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

前連結会計年度から、従来「その他事業」に含んでおりました「メディポリス事業」について、量的な

重要性が増したため報告セグメントとして記載する方法に変更しております。

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成し

たものを開示しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 7円83銭 14円82銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（千円） 269,208 589,629

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（千円） 269,208 589,629

普通株式の期中平均株式数（千株） 34,343 39,775

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

平成25年５月22日の取締役会

決議に基づく第三者割当によ

る行使価額修正条項付第１回

新株予約権(目的となる株式の

数5,656,000株)

平成26年６月９日の取締役会

決議に基づく第三者割当によ

る行使価額修正条項付第２回

新株予約権(目的となる株式の

数6,000,000株)

なお、この概要は「新株予約

権等の状況」に記載のとおり

であります。

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年８月13日

株式会社新日本科学

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 筆野　力　　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 坂井　知倫　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 金子　靖　　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社新日本
科学の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平
成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連結財
務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期
レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社新日本科学及び連結子会社の平成26年６月30日現在の財政状
態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重
要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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